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会 議 録

第１回 和光市介護保険運営協議会

開催年月日・召集時刻 平成２６年８月１１日 午後３時３０分

開 催 場 所 和光市役所 ４階 ４０３会議室

開催時刻 午後３時３０分 閉会時刻 午後４時１０分

出 席 委 員 事 務 局

金子 正義 保健福祉部長 東内 京一

津川 知子 長寿あんしん課長 亀井 誠

田中 公美 福祉政策課長 阿部 剛

千葉 洋平 長寿あんしん課長補佐 平川 一朗

臺信 澄子 長寿あんしん課介護福祉担当

平内 紀子 主任 中根 亮

大西 康之 主事 木村 繭子

金子 好亘

富岡 武光

木暮 晃治

松根 洋右

荻野 比登美

亀田 勝枝

欠 席 委 員

菅野 隆

佐藤 松子

備

考

会議録作成者氏名 中根 亮
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会 議 内 容

事務局

東内保健福祉部長

事務局

東内保健福祉部長

事務局

東内保健福祉部長

事務局

本日は、新たに和光市介護保険運営協議会委員を委嘱させていただ

きました最初の会議でございます。

会長及び副会長が決まっておりませんので、協議会の審議に先立ち

会長の選出を行います。

会議の進行上、仮の議長を保健福祉部長が努めさせていただいてよ

ろしいでしょうか。

異議が無いようなので、東内保健福祉部長お願いします。

会長選出までの間、進行させていただきます。

会長選出に先立ちまして、本日の委員の出席状況について、事務局

から報告させます。

本日の出席委員は、委員１５名中１３名の出席です。

本日の協議会につきましては、和光市介護保険条例第２０条第２号

に規定されている委員の過半数の出席の要件を満たしております。

それでは、和光市介護保険条例第１９条第１項の規定より、運営協

議会には会長を置き、委員の互選によりこれを定める。とあります

ので、どなたか立候補される方はいらっしゃいますでしょうか。

特に、いらっしゃないので、事務局案はございますか。

本日は欠席ですが、前回、会長をお受けいただいた菅野委員は、い

かかでしょうか。

事務局からは、菅野委員にとのことですが、ご異議ございますか。

異議がないようですので、会長は、菅野委員にお願いいたします。

会長が選出されましたので、本来であれば、議事を会長と交代する

のですが、菅野会長は、所要により本日欠席となっておりますので

副会長選出まで、このまま進行を努めさせていただきます。

副会長は、介護保険条例の規定により、会長が指名することとなっ

ております。

事務局にて、菅野会長の意向は確認していますか。

菅野会長からは、金子委員に副会長をお願いしたいとの意向を確

認しております。
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東内保健福祉部長

金子副会長

事務局

金子副会長

金子副会長

金子副会長

事務局

（本人から「承諾」の意思あり）

それでは、副会長を金子委員にお願いいたします。

これより、議事の進行を金子副会長にお願いいたします。

本日、菅野会長が不在ですので、代わりに議長を努めさせていただ

きます。

次に、保健福祉部長から諮問をお願いします。

（部長より副会長へ諮問書）

最初の会議でありますので、事務局より委員の紹介をいたします。

（事務局より委員紹介）

議事に入る前に事務局より資料の確認をいたします。

（事務局より資料確認）

議事録署名人を指名させていただきます。名簿順ではありますが、

津川委員、田中委員、よろしくお願いいたします。

それでは議事に入ります。

審議事項 平成２６年度和光市介護保険特別会計補正予算(第１号)
について、事務局よりご説明願います。

資料№１「平成２６年度和光市介護保険特別会計補正予算（第１号）

(案)に沿いまして、今回の補正予算についてご説明します。
１ページの歳入に関しましては、歳出で補正しております、認知症

初期集中支援推進事業に係る国・県補助金、繰入金と平成２５年度

の事業実績における補助金の精算行為に係るものを繰越金として計

上しております。

款２「国庫支出金」、款４「県支出金」の地域支援事業交付金は、認

知症初期集中支援推進事業に対する交付分として、国３００万１千

円、県１５０万円を増額補正し、款６「繰入金」の一般会計繰入金
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では、歳出一般管理業務の委託料の減額補正に伴い、１９９千円を

減額し、地域支援事業繰入金として、認知症初期集中支援推進事業

に係る分として１，５００千円を計上し、介護給付費準備基金繰入

金から１，５９６千円を計上しております。

款７「繰越金」につきましては、平成２５年度の歳入歳出の差引残

額である１０８，４５５，０３０円を平成２６年度に繰越すること

となりますが、当初予算においてそれぞれ科目設定をしております

ので、補正額としては１０８，４５３千円となります。また、予算

上、支払基金の交付金の繰越金を別に計上することとしております

ので、支払基金交付金繰越金として、５，３８０千円、その他繰越

金として１０３，０７３千円を計上しております。

これらの歳入の補正合計額につきましては、１１５，８５１千円と

なっております。

次に２ページをお開きください。

今回の補正予算における歳出につきましては、平成２５年度事業実

績に対する精算に関するもの、それから、地域支援事業の任意事業

として実施する、「認知症初期集中支援推進事業」に要する経費の増

額補正に関するものを計上しております。

「認知症初期集中支援推進事業」は、認知症になっても、本人の意

思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けるために、

認知症やその家族に早期にかかわる「認知症初期集中支援チーム」

を設置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制の構築を目的に、

複数の専門職が認知症が疑われる人や認知症の方及びその家族に訪

問しアセスメントを実施して本人やその家族に対して初期の支援を

包括的・集中的に実施し、自立支援のサポートを行うものです。

順にご説明いたしますが、款１「総務費」項１「総務管理費」目１

「一般管理費」につきましては、業務委託料を１９９千円減額計上

しております。

続きまして、款５「地域支援事業費」項２「包括的支援事業・任意

事業費」目３「任意事業費」につきましては、報償費として４０２

千円、委託料７，１３５千円増額計上しております。

款８「基金積立金」につきましては、介護給付費準備基金積立金と

して、５４，８９４千円を計上しております。こちらにつきまして

は、平成２５年度分の事業運営による実質黒字額を基金に積み立て

ることとしているものです。

続きまして、款９「諸支出金」、項１「償還金及び還付加算金」につ
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副会長

事務局

きましては、償還金といたしまして、１７，６３６千円を計上して

おります。こちらにつきましては、保険給付等の法定負担における

精算に係るものになります。

最後に「諸支出金」のうち項２「繰出金」としまして、３５，９２

３千円を計上しておりますが、こちらにつきましては、一般会計へ

の法定繰出に係るものとなります。以上を合わせまして歳出の補正

合計額は、歳入の補正合計額と同額の１１５，８５１千円となって

います。

なお、４ページは平成２５年度に介護給付費等の法定負担分の精算

内訳資料、５ページが９月補正予算に係る財源内訳の資料となって

おります。

６ページ以降は、介護保険特別会計全体を見渡していただけるよう

に、歳入歳出それぞれ全体のものをお付けしています。それぞれの

科目について、当初予算額、９月補正額を反映させた全体のものと

してお示ししております。

以上が、平成２６年度和光市介護保険特別会計補正予算の説明にな

ります。

それでは質疑応答に移りたいと思いますが、何か質問等はございま

せんか。

無いようですので、ここで平成２６年度和光市介護保険特別会計補

正予算について、異議の無い方の挙手を求めます。

（全員挙手）

それでは原案のとおり決定させていただきます。この旨を市長に報

告させていただきます。

次に、報告事項に入ります。平成２５年度和光市介護保険事業の決

算等について、事務局より説明をお願いします。

それでは、ご説明いたします。

決算の報告に関しましては、３点資料をお付けしておりますが、ま

ず、資料№２をご覧ください。

平成２５年度は、平成２４年度から２６年度までの第５期の介護保

険の事業計画の２年目にあたります。

平成２５年度の介護保険事業状況報告で、歳入・歳出の決算状況と

なりますが、歳入に関して、保険料は６億５，４６８万４，７２０

円となっております。保険料以外の財源といたしましては、国庫支
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出金として、介護給付費負担金をはじめ複数項目がございますが、

合計で４億９２３４万７４４８円、次に支払基金交付金といたしま

して、介護給付費交付金、地域支援事業交付金を合わせ、７億１５

０４万３０００円、県支出金としまして、３億６５７９５万６２４

７円となっております。

財産収入は、介護給付費準備基金運用利子として１０４，３０５円

となっております。

繰入金といたしましては、介護給付費繰入金はじめ複数項目がござ

いますが、合計で、５億７６０４万３０００円となっております。

繰越金、諸収入を合わせまして、歳入合計は２８億８３８９万９５

０２円となっております。

次に、歳出に関しましては、総務費として１億５６３８万１３５４

円、次に保険給付費としまして、介護サービス等諸費、介護予防サ

ービス等諸費、高額介護サービス等費、高額医療合算介護サービス

等費、特定入所者介護サービス等費、審査支払手数料までの保険給

付の合計としまして、２３億７８７０万１５９円で、全体の８５．

７％を占めております。

保険給付のうち市町村特別給付費につきましては、和光市が独自に

給付しているもので、５０７４万１５８３円となっております。

また、その他給付として、社会福祉法人等減免３４０，３５８円

これらの法定保険給付の合計は、２４億２９７８万２１００円で、

保険給付費が歳出全体の８７．５％を占めていることになります。

また、地域支援事業においては、介護予坊・日常生活支援総合事業

費として、６６，５１５，５０２円、包括的支援事業・任意事業と

して、３５，４４９，０７０円となっております。

その他、保健福祉事業費、基金への積立金、諸支出金を含めまして、

歳出合計は２７億７５４４万４４７２円となっています。

歳入歳出の差引残額としまして、歳入合計２，８８３，８９９，５

０２円に対し歳出合計２，７７５，４４４，４７２円で、差引残額

１０８，４５５，０３０円となっております。この金額につきまし

ては、平成２６年度９月補正歳入で繰越金として計上しております。

２ページをご覧ください。

こちらは、歳入・歳出決算状況となりますが、平成２５年度の決算

額と前年度の決算額を比較したものとなります。

３ページ以降は、平成２５年度の科目ごとの歳入、歳出の予算額と

決算額を示したものになっております。
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続きまして、資料３「平成２４年度和光市介護保険主要な施策の成

果」をご説明いたします。

こちらは、具体的に事業の内容についてまとめたものになりますが、

抜粋してご説明させていただきます。

２ページ下段と３ページ上段をご覧ください。

地域包括支援センターにおいて介護予防サービス支援計画を作成

し、マネジメントの効果により身体及び生活機能が改善された被保

険者、あるいは現在の状態を維持することができた被保険者等の割

合を示した表になりますが、予防給付では、要支援１・２から自立

となった改善者、いわゆる介護保険から卒業された方は４９名で改

善率として４５．４％、２次予防対象者では、２次予防事業対象者

から一般高齢者へ移行した人及び基本チェックリストの合計ポイン

トが減少した改善者１３０名で改善率として６０．８％となってお

ります。

第５期の事業計画として掲げた「介護予防及び要介護度の重症化予

防の一層の推進」に沿って個別マネジメントを実施したことにより、

高い改善効果が得られています。

なお、ケアマネジメントの結果、改善・維持には至らず疾病や加齢

に伴い悪化となった方もいらっしゃいますが、介護予防の取組効果

は、悪化の進行を鈍化させるなどの効果もありますので、マネジメ

ントを継続していくことにより、将来に向けた効果は確実に現れる

ものと考えます。

３ページ下段から４ページ上段をご覧ください。要支援・要介護状

態になる前からの介護予防を行い、地域において自立した生活を継

続できるようにするという地域支援事業の趣旨を踏まえ積極的に事

業を推進しています。介護予防・日常生活支援総合事業、２次予防

事業施策の実施状況について掲載しております。

続きまして、資料４「平成２５年度和光市介護保険事業の状況」を

抜粋してご説明いたします。

１ページをご覧ください。

第１号被保険者の状況について示しておりますが、認定率は、３月

で約９．４％となっております。高齢者（被保険者）が増加し、国

や埼玉県の認定率は上昇していることを考えますと、和光市の認定

率の 9.4％というのは、介護予防施策の効果の表れであると考えてお
ります。

３ページから９ページまでは表１被保険者数の状況、表２認定者数
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副会長

の状況をグラフ化したものです。

３ページ下段の被保険者数の推移は、右肩上がりのグラフになって

いるのに対し、８ページ下段の要支援及び要介護認定者数の推移は

凹凸のあるグラフになっております。これは、介護予防・日常生活

支援総合事業と適切なケアマネジメントの結果、介護保険から卒業

される方がいて、このようなグラフとなっております。

次に、１２ページから２２ページは介護給付費の支払状況を示した

ものとなっております。

２６ページ、２７ページをご覧ください。

居宅サービス、地域密着サービス及び施設サービスの利用割合を示

したものとなっております。

保険給付のサービス種類別では、件数及び構成割合が、居宅サービ

スが１８，４２４件で７０．１４％、地域密着型サービスが３，０

７８件で１１．７２％、施設サービスが３，１４８件で１１．９８％

となっており、総費用額では、居宅サービスが７億３，９３１万８，

９９４円で３１．２１％、地域密着型サービスが６億２，４２３万

９，１２４円で２６．３５％、施設サービスが９億５，１０６万２，

９６５円で４０．１４％となっております。

また、２９ページでは、居宅サービス、地域密着型サービス、施設

サービスの受給者１人当たりの費用額を示しておりますが、要介護

者では、居宅サービス７９，５３３円、地域密着型サービス２０２，

４６４円、施設サービス３１３，７１０円となっております。

居宅及び地域密着型サービスの件数を合計した割合は、８１．８６％

となり、施設サービスの割合を大きく上回っていることから、在宅

介護を推進するためのマネジメント効果が現れていると考えており

ます。

また、保険給付費で比較した場合、施設サービスの構成割合が件数

での比較よりは大きくなっていますが、これは施設サービスの一人

当たりの金額が、３１３，７１０円と高額であることによるもので

す。このことから、住み慣れた自宅等で住み続けることを目的とし

た在宅介護の推進は、高齢者のＱＯＬ向上のみならず、財政運営の

面においても非常に効果が高いと考えており、今後も第５期計画の

基本目標である「地域包括ケアシステムの構築による介護保障と自

立支援の確立を目指して」事業を進めてまいります。

事務局からの説明が終わりました。ご質問等がありましたら、よろ
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大西委員

事務局

副会長

事務局

しくお願いします。

どの数値を足し合わせたら読み上げられた数値になるのか、この資

料だけでは分かりません。次回からは、誰が見ても分かるものにし

てほしい。

こちらの資料不足で申し訳ありません。

先ほどの資料の１ページにあります、「国庫支出金」は国が制度的に

交付してくれるもので、その内の訪問介護やデイサービスなどにか

かるものが「介護給付費負担金」、65～74歳と 75歳以上を補正した
ものが「調整交付金」といいます。また、２年前に天皇陛下に見て

いただいた地域支援事業の介護予防にかかる経費をまかなうのが

「地域支援事業交付金」、一番下段にある「介護保険事業費補助金」

は国のモデル事業を実施した場合に交付されるものです。これらの

合計が「国庫支出金」となり、先ほどの説明ではこちらを申し上げ

ました。次回は、「国庫支出金」の合計額と歳入全体に対するパーセ

ンテージを見やすく改良した資料をご提示します。よろしくお願い

いたします。

他にご質問等はございませんか。

補足ですが、ご存じのとおり介護保険制度は３年を１期とする介護

保険事業計画に沿って運営されており、２５年度は２４年度から今

年度までの第５期計画の中間年度となります。

先ほどの資料では１億８４５万５，０３０円が黒字となっておりま

した。実際には、国に返還するものもあるので実質収支は若干減少

することとなりますが、第５期計画期間は１億を超える黒字で終え

る方向となっています。もし赤字となった場合、国民健康保険のよ

うに一般会計から繰り入れを行うことはできないので、県から借り

るしかないのですが、そうした場合は第６期計画期間中に返済しな

ければなりません。介護サービス費の自然増もあることから、保険

料は大幅な増加が必要となってきます。しかし、和光市では介護予

防の効果であったり、施設をあまり作らずに要介護４・５であって

も在宅で生活できるようなサービスを整備してきたことで、財政的

に黒字で終われています。この辺については、委員の皆さまにご報

告しながら、精査・チェックをいただきたいと考えています。
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副会長

事務局

副会長

他に何かございませんか。

無いようでしたら、これで報告事項を終わります。

次に、その他ということで、事務局から何か報告事項はありますか。

ありません。

それではこれで第１回介護保険運営協議会を終わります。どうもあ

りがとうございました。

＜閉会＞

議事録署名人

印

印


